
京都市上下水道事業経営審議委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 管理者は、京都市行政活動及び外郭団体の経営の評価に関する条例第１１条

第２項及び京都市附属機関に関する事務の委任に関する規則第２条第１号の規定

により、京都市上下水道事業経営審議委員会（以下「委員会」という。）を設置す

る。 

（目的） 

第２条 委員会は、上下水道事業の適切な執行管理や継続的な改善を進め、サービス

の向上を図りながら市民の皆さまに説明責任を果たし、市民の皆さまの視点に立

った上下水道事業を推進するため、外部有識者等の意見を取り入れることにより

事業の客観性・透明性を高めるとともに、市民の皆さまの視点に立った事業推進

を図ることを目的とする。 

（所掌事項） 

第３条 委員会の所掌事項は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 各年度の事業計画及び中期経営プランの進捗状況の点検・評価並びに課題等の

ある事業の検討 

⑵ 上下水道事業経営評価制度の充実に向けた助言・提案 

⑶ その他上下水道事業の経営に関し管理者が必要と認める事項の検討及び助

言・提案 

（組織） 

第４条 委員会は、委員１０名以内をもって組織する。 

２ 委員は、市民及び学識経験のある者その他管理者が適当と認める者のうちから、

管理者が委嘱する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 



２ 委員は、再任することができる。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により定め、副委員長は委員長が指名する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 委員長及び副委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がそ

の職務を代理する。 

（招集及び議事） 

第７条 委員会は、委員長が招集する。ただし、委員長及びその職務を代理する者が

在任しないときの委員会は、管理者が招集する。 

２ 委員長は、会議の議長となる。 

３ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

５ 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対して、意見の陳述、説

明その他の必要な協力を求めることができる。 

（部会） 

第８条 委員会に付議する事案を個別具体的に検討するため、委員会に部会を置くこ

とができる。 

２ 部会の構成員（以下「部会委員」という。）は、次の各号に掲げる者とする。 

⑴ 委員長が指名する委員 

⑵ 委員会に付議する事案について専門の知識を有する者のうちから、管理者が

委嘱し、又は任命する者 

３ 部会に部会長を置く。 

４ 部会長は、第２項第１号に掲げる者のうちから、委員長が指名する。 



５ 部会長は、その部会の事務を掌理する。 

６ 部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長の指名する部会委員がその職務を

代理する。 

（部会の招集及び議事） 

第９条 部会は、部会長が招集する。ただし、部会長及びその職務を代理する者が在

任しないときの部会は、管理者が招集する。 

２ 部会長は、会議の議長となる。 

３ 部会は、部会委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

４ 部会の議事は、出席した部会委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

５ 部会長は、部会の会議の結果を委員会に報告しなければならない。 

（庶務） 

第１０条 委員会の庶務は、上下水道局経営戦略室において行う。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

この要綱は、平成２５年７月１日から実施する。 

  附 則 

この要綱は、平成２６年１２月４日から実施する。 

 附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から実施する。 


